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発行者情報 

 

【表紙】 

【公表書類】                発行者情報 

【公表日】                 2025年12月26日 

【発行者の名称】              株式会社富士テクノホールディングス 

(FT Holdings Co., Inc .) 

【代表者の役職氏名】                       代表取締役会長  髙井 男 

【本店の所在の場所】            神奈川県厚木市中町四丁目10番８号 

【電話番号】                (046)294-1070（代表） 
【事務連絡者氏名】                         代表取締役社長 岩澤 隆則 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの名称】      フィリップ証券株式会社 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの代表者の役職氏名】代表取締役 永堀 真 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店の所在の場所】東京都中央区日本橋兜町４番２号 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの財務状況が公表さ https://www.phillip.co.jp/ 

れるウェブサイトのアドレス】  

【電話番号】                (03)3666-2101 

【取引所金融商品市場等に関する事項】    東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

                               なお、振替機関の名称及び住所は下記の通りです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】     株式会社富士テクノホールディングス 

                                           https://www.fjt-hd.co.jp/ 

株式会社東京証券取引所 

                       https://www.jpx.co.jp/ 

【投資者に対する注意事項】 

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスク

を含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要

件及び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要

があります。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を

行う必要があります。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】に記載された情報を慎重に検討す

る必要があります。 

 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）

第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ず

る者）をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき

重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、

法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報

が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価

証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知ってい

たときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを

知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、

上記賠償責任を負いません。 

 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所

金融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketに

おいては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券

に関する有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動する

J-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指
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導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券

取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという

点を含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記

賠償責任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 

 

第１【本国における法制等の概要】 

 

該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 

 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次  第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間  
自2023年４月１日 

至2023年９月30日 

自2024年４月１日 

至2024年９月30日 

自2025年４月１日 

至2025年９月30日 

自2023年４月１日 

至2024年３月31日 

自2024年４月１日 

至2025年３月31日 

売上高 (千円) 1,535,518 1,572,730 1,635,900 3,094,633 3,250,105 

経常利益 (千円) 46,034 37,489 52,382 66,574 90,752 

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益 
(千円) 27,386 24,352 36,975 40,330 67,180 

中間包括利益又は包括利益 (千円) 27,386 24,352 36,975 40,330 67,180 

純資産額 (千円) 126,630 150,282 214,034 139,574 193,110 

総資産額 (千円) 1,549,497 1,456,636 1,499,085 1,516,385 1,524,841 

１株当たり純資産額 (円) 157.78 187.24 266.68 173.90 240.61 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

17 

(－) 

20 

(－) 

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 33.96 30.34 46.07 50.13 83.70 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 8.2 10.3 14.3 9.2 12.7 

自己資本利益率 (％) 22.8 16.8 18.2 31.8 40.4 

株価収益率 (倍) － － － 11.0 6.0 

配当性向 (％) － － － 33.9 23.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 142,692 18,027 65,373 195,753 89,270 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △4,339 △5,451 △49,381 △8,698 △14,848 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △60,565 △52,906 △89,521 △112,740 △67,115 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(千円) 572,065 528,262 513,990 568,592 587,519 

従業員数 (人) 443 446 444 448 439 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２. 従業員数は就業人員数を表示しております。 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及びその関係会社）が営む事業について重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

2025 年９月 30 日現在 

事業部門の名称 従業員数（人） 

情報処理請負事業 100 

技術者派遣事業 304 

プロダクト販売事業 1 

全社（共通） 39 

合計 444 

   (注)１. 従業員数は就業人員を表示しております。 

２. 当社グループは情報処理事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

   ３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

 

(2) 発行者の状況 
2025 年９月 30 日現在 

事業部門の名称 従業員数（人） 

情報処理請負事業 － 

技術者派遣事業 － 

プロダクト販売事業 － 

全社（共通） 15 

合計 15 

   (注)１. 従業員数は就業人員を表示しております。 

２. 当社は情報処理事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当中間連結会計期間における当社の経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりであり 

ます。 

 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用や個人所得の面で改善の兆しがみられており、景気回

復に向けて、緩やかな回復基調を見せております。一方で、原材料・エネルギー価格の高騰や人件費の上

昇に伴う物価上昇、日米の選挙結果を受けての為替を含めた金融市場の動向、ウクライナ・中東情勢の緊

迫化、中国経済のおよび欧州経済の下振れがわが国経済の景気を下押しするリスクなど、先行き不透明な

状況は継続しております。 

このような経済環境の中、当社グループの主要顧客である製造業を中心に開発スピードの早期化により

受注環境は活発化しました。特に半導体製造装置関連メーカーや自動車関連メーカーからの技術者の要請

が顕著となりました。活発な市場環境下、技術者の稼働率の増加に加え単価交渉や戦略的ローテーション

による技術者の契約単価アップにより売上高につきましては前年同期を上回りました。 

以上の結果、当中間連結会計期間においては、売上高 1,635百万円（前年同期比 4.0％増）、営業利益 56

百万円（前年同期比 36.0％増）、経常利益 52百万円（前年同期比 39.7％増）、親会社株主に帰属する中間

純利益 36百万円（前年同期比 51.8％増）となりました。 

当社グループは情報処理事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

［事業別の業績の概要］ 

① 情報処理請負事業 

装置設計開発企業を中心に受注が増加し、情報処理請負事業の売上高は 435百万円（前年同期比

4.6％増）となりました。 

② 技術者派遣事業 

技術者の単価アップや稼働時間の増加等により、技術者派遣事業の売上高は 1,170百万円（前年同

期比 5.3％増）となりました。 

③ プロダクト販売事業 

３Ｄプリンタを中心とした販売の受注が増加し、プロダクト販売事業の売上高は 30百万円（前年

同期比 34.4％減）となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、513百万円となりまし

た。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

営業活動の結果、獲得した資金は65百万円（前年同期は18百万円の獲得）となりました。これは主とし

て、税金等調整前中間純利益52百万円、のれん償却額17百万円、賞与引当金の増加８百万円により資金が

増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

投資活動の結果、使用した資金は49百万円（前年同期は５百万円の使用）となりました。これは主とし

て、定期預金の預入による支出50百万円、定期預金の払戻による収入８百万円により資金が減少したこと

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

財務活動の結果、使用した資金は89百万円（前年同期は52百万円の使用）となりました。これは主とし

て、長期借入金の返済による支出75百万円、配当金の支払額16百万円により資金が減少したことによるも

のであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの主たる業務は、自動車、機械、電気、電子の設計開発等の情報処理請負事業であり、

製造を行っていないため、記載を省略しております。 

 

(2) 受注実績 

生産実績と同様の理由により、記載を省略しております。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を示すと、次のとおりとなります。 

事業内容別 
当中間連結会計期間 

（自 2025年４月１日 
  至 2025年９月30日） 

前年同期比(％) 

情報処理請負事業 （千円） 435,459 4.6 

技術者派遣事業  （千円） 1,170,344 5.3 

プロダクト販売事業（千円） 30,095 △34.4 

  合計 （千円） 1,635,900 4.0 

（注）当社グループは情報処理事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略しており 

ます。 
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３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

５【研究開発活動】 

  該当事項はありません。 
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第４【設備の状況】 

 

１【主要な設備の状況】 

 

(1) 発行者 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】 

 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

記名・無記名

の別、額面・

無額面の別

及び種類 

発行可能

株式総数 

（株） 

未発行 

株式数 

(株) 

中間連結会計期

間末現在発行数 

（株） 

（2025年９月30

日） 

公表日現在 

発行数 

（株） 

（2025年12

月26日） 

上場金融商品取

引所名又は登録

認可金融商品取

引業協会名 

内容 

普通株式 3,230,400 2,422,800 807,600 807,600 

東京証券取引所

(TOKYO PRO 

Market) 

単元株式数 

100株 

計 3,230,400 2,422,800 807,600 807,600 ― ― 

 

(2)【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

 

(3)【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

  該当事項はありません。 

 

(4)【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

2025年４月１日～

2025年９月30日 
― 807,600 ― 81,865 ― 1,180 

 

(6) 【大株主の状況】 
2025年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

株式総数に対する

所有株式数の割合

（％） 

髙井 男 神奈川県伊勢原市 270,771 33.52 

株式会社髙井企画 神奈川県伊勢原市高森６丁目１５番地の１ 143,600 17.78 

原田 久仁子 神奈川県厚木市 99,835 12.36 

髙井 澄子 神奈川県伊勢原市 46,500 5.75 

株式会社アド・ソアー 神奈川県川崎市高津区坂戸三丁目２番１号 42,300 5.23 

田子 キミ子 東京都世田谷区 20,000 2.47 

富士テクノソリューシ

ョンズ役員持株会 

神奈川県厚木市中町四丁目１０番８号 
15,002 1.85 

株式会社事業開発 東京都中央区銀座八丁目８番15号 10,000 1.23 

上原 祐子 神奈川県横浜市鶴見区 8,700 1.07 

山王丸 朗彦 神奈川県平塚市 8,700 1.07 

計 ― 665,408 82.33 
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(7)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

2025年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － ― 

議決権制限株式（自己株式等） － － ― 

議決権制限株式（その他） － － ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
   普通株式 

        5,000 
－ ― 

完全議決権株式（その他） 
 普通株式 
802,100 8,021 

権利内容に何ら
限定のない、当
社における標準
となる株式であ
り、単元株式数
は100株であり
ます。 

単元未満株式 
 普通株式 
   500 － ― 

発行済株式総数  807,600 － ― 

総株主の議決権 － 8,021 ― 

 

②【自己株式等】 

2025年９月30日現在 

所有者の氏名又は 

 名所 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数(株) 

他人名義所有 

株式数(株) 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数 

の割合（%） 

株式会社富士テクノ

ホールディングス 

神奈川県厚木市中

町四丁目10番８号 
5,000 － 5,000 0.62 

計 － 5,000 － 5,000 0.62 

 

２【株価の推移】 

（１）【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第２期 第３期 第４期 

決算年月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 

最高（円） 500 520 500 

最低（円） 500 368 500 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（TOKYO PRO Market）におけるものです。 

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】  

月別 2025年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） － － － － － － 

最低（円） － － － － － － 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（TOKYO PRO Market）におけるものです。 

 

３【役員の状況】 

前事業年度の発行者情報の公表後、当中間連結会計期間に係る発行者情報の公表日までにおいて、役

員の異動はありません。 
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第６【経理の状況】 

 

１. 中間連結財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年

大蔵省令第28号）に基づいて作成しております。当社の中間連結財務諸表は、第１種中間連結財

務諸表であります。 

 

(2) 当社の中間連結財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有

価証券上場規程の特例の施行規則」第116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 

２. 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128 

条第３項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日まで）の中

間連結財務諸表について、監査法人コスモスによる期中レビューを受けております。 
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１【中間連結財務諸表】 

(1)【中間連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2025年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（2025年９月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 597,546 565,350 

受取手形及び売掛金 396,518 393,165 

  商品 16,270 17,766 

   仕掛品 6,776 9,628 

前払費用 15,555 23,181 

前渡金 6,012 7,351 

その他 426 844 

流動資産合計 1,039,105 1,017,289 

固定資産   

有形固定資産   

   建物（純額） 18,418 18,892 

工具、器具及び備品（純額） 7,744 7,398 

リース資産（純額） 10,262 14,794 

その他（純額） 0 0 

有形固定資産合計   36,425   41,085 

無形固定資産   

リース資産 2,489 2,142 

ソフトウエア 4,418 3,799 

のれん 256,051 238,216 

その他 1,265 1,265 

   無形固定資産合計 264,225 245,423 

投資その他の資産   

投資有価証券 546 546 

長期貸付金 1,437 1,437 

長期前払費用 496 253 

保険積立金 79,420 82,984 

保証金 35,034 37,515 

繰延税金資産 61,479 65,880 

   その他 6,670 6,670 

   投資その他の資産合計 185,085 195,288 

固定資産合計 485,735 481,796 

資産合計 1,524,841 1,499,085 
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（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2025年３月31日） 

当中間連結会計期間 

（2025年９月30日） 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 31,822 27,749 

短期借入金   212,000   227,000 

１年内返済予定の長期借入金 148,598 146,412 

１年内償還予定の社債 20,000 20,000 

リース債務 4,215 5,010 

未払金 7,634 7,271 

未払費用 172,995 180,184 

未払法人税等 19,586 19,782 

未払消費税等 65,214 65,827 

賞与引当金 81,678 91,330 

その他 28,419 33,047 

  流動負債合計 792,165 823,615 

固定負債   

長期借入金 369,676 296,470 

社債 80,000 70,000 

  リース債務 9,555 13,526 

退職給付に係る負債 80,333 81,439 

固定負債合計 539,565 461,435 

負債合計 1,331,730 1,285,051 

純資産の部   

株主資本   

資本金 81,865 81,865 

資本剰余金 1,180 1,180 

利益剰余金 112,504 133,427 

自己株式 △2,440 △2,440 

株主資本合計 193,110 214,034 

純資産合計 193,110 214,034 

負債純資産合計 1,524,841 1,499,085 
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（2）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】 

【中間連結損益計算書】 

（単位：千円） 

 

前中間連結会計期間 

(自 2024年４月１日 

 至 2024年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 2025年４月１日 

   至 2025年９月30日) 

売上高 1,572,730 1,635,900 

売上原価 1,233,371 1,281,327 

売上総利益 339,359 354,572 

販売費及び一般管理費 ※  297,525 ※  297,685  

営業利益 41,834 56,887 

営業外収益   

受取利息 30 436 

受取配当金 22 16 

助成金収入 200 200 

その他 308 809 

営業外収益合計 561 1,462 

営業外費用   

支払利息 4,903 5,091 

その他 2 874 

営業外費用合計 4,906 5,966 

経常利益 37,489 52,382 

特別利益   

 保険解約返戻金 1,182 － 

 特別利益合計 1,182 － 

税金等調整前中間純利益 38,672 52,382 

法人税､住民税及び事業税 14,836 19,808 

法人税等調整額 △516 △4,401 

法人税等合計 14,319 15,407 

中間純利益 24,352 36,975 

親会社株主に帰属する中間純利益 24,352 36,975 
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【中間連結包括利益計算書】 

             (単位：千円) 

 
前中間連結会計期間 
(自 2024年４月１日 

  至 2024年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2025年４月１日 

 至 2025年９月30日) 

中間純利益 24,352 36,975 

中間包括利益 24,352 36,975 

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 24,352 36,975 
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（3）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

                            (単位：千円) 

 

前中間連結会計期間 

(自  2024年４月１日 

 至  2024年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2025年４月１日 

 至 2025年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 38,672 52,382 

減価償却費 4,950 5,597 

のれん償却額 17,835 17,835 

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,561 8,741 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,708 1,105 

受取利息及び受取配当金 △53 △452 

支払利息 4,903 5,091 

保険解約益 1,182 － 

売上債権の増減額（△は増加） 14,328 3,352 

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,073 △4,348 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,008 △4,072 

未払費用の増減額（△は減少） △29,312 8,099 

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,781 612 

その他 △6,675 △4,319 

小計 42,132 89,626 

利息及び配当金の受取額 52 450 

利息の支払額 △4,903 △5,091 

法人税等の支払額 △19,253 △19,612 

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,027 65,373 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,639 △2,161 

無形固定資産の取得による支出 △1,490 － 

リース資産の売却による収入 880 712 

保険積立金の積立による支出 △3,563 △3,563 

保険積立金の解約による収入 361 － 

定期預金の預入による支出 － △50,000 

定期預金の払戻による収入 － 8,667 

その他 － △3,036 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,451 △49,381 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 41,000 15,000 

長期借入金の返済による支出 △77,886 △75,392 

社債の償還による支出 － △10,000 

リース債務の返済による支出 △2,376 △3,077 

配当金の支払額 △13,644 △16,052 

財務活動によるキャッシュ・フロー △52,906 △89,521 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △40,330 △73,529 

現金及び現金同等物の期首残高 568,592 587,519 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  528,262 ※  513,990 
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【注記事項】 

（中間連結損益計算書関係） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

  前中間連結会計期間 

（自 2024年４月１日 

    至 2024年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 2025年４月１日 

至 2025年９月30日） 

役員報酬 60,858千円 64,538千円 

給料手当 82,358 80,213 

法定福利費 20,504 19,801 

地代家賃 20,004 17,128 

支払手数料 23,394 17,556 

退職給付費用 3,376 2,393 

賞与引当金繰入額 312 337 

減価償却費 3,347 3,100 

のれん償却額 17,835 17,835 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。 

 

  前中間連結会計期間 

（自 2024年４月１日 

    至 2024年９月30日） 

 当中間連結会計期間 

（自 2025年４月１日 

   至 2025年９月30日） 

現金及び預金勘定 549,910千円 565,350千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △21,649   △51,362   

預け金（流動資産その他） 1   1   

現金及び現金同等物 528,262 513,990 

 
（株主資本等関係） 
１． 前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日） 

配当金支払額 

（決議） 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

配当の 

原資 

1 株当たり 

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

2024 年６月 27 日 

定時株主総

会 

普通株式 13,644 利益剰余金 17.00 2024 年３月 31 日 2024 年６月 28 日 

 

２． 当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日） 

配当金支払額 

（決議） 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

配当の 

原資 

1 株当たり 

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

2025 年６月 27 日 

定時株主総

会 

普通株式 16,052 利益剰余金 20.00 2025 年３月 31 日 2025 年６月 30 日 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 
当社グループは、情報処理事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

１．前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月 30日） 

        （単位：千円） 

  
売上区分 

合計 
情報処理請負事業 技術者派遣事業 プロダクト販売事業 

顧客との契約から生じる収益 416,031 1,110,805 45,894 1,572,730 

その他の収益 － － － － 

外部顧客への売上高 416,031 1,110,805 45,894 1,572,730 

 

２．当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月 30日） 

        （単位：千円） 

  
売上区分 

合計 
情報処理請負事業 技術者派遣事業 プロダクト販売事業 

顧客との契約から生じる収益 435,459 1,170,344 30,095 1,635,900 

その他の収益 － － － － 

外部顧客への売上高 435,459 1,170,344 30,095 1,635,900 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 2024年４月１日 

  至 2024年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2025年４月１日 

  至 2025年９月30日) 
１株当たり中間純利益 30.34 円 46.07 円 

（算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 24,352 36,975 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益（千円） 
24,352 36,975 

 普通株式の期中平均株式数（株） 802,600 802,600 

 (注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 

（２）【その他】 

 該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 

 該当事項はありません。



20 

 

第二部【特別情報】 

 

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書 

 

2025年12月26日 

株式会社富士テクノホールディングス 

取締役会  御中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査人の結論 

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特

例第 128 条第３項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社富士テクノホー

ルディングスの 2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（2025 年４月１日から 2025 年９月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について期中レビューを行った。 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社富士テクノホールディング

ス及び連結子会社の 2025 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。 

 

監査人の結論の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して

期中レビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表

の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての

その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手し

たと判断している。 

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。  

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸

表を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。  

 

 

  愛知県名古屋市 

代 表 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 岩村 豊正   

   

   

代 表 社 員 
業務執行社員 

公認会計士  寺島 洋希   
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において

独立の立場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中

レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続

その他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当

と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。 

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸

表において我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表

示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・  中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価

する。 

・  中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する

証拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に

関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。 

監査人は、監査役に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー

フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

 


